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2026年度 第1四半期 決算説明会 質疑応答要約 

 

 全体  
Q）2026年度第1四半期の売上収益・事業セグメント利益について、社内計画に対する達成度

は。  
A）社内計画に対し、売上は全社で約260億円上振れ、為替のプラス影響を除くと約120億円の上

振れとなった。120億円の上振れの大部分がP&S事業で、マシナリー、IP、ニッセイ事業においても
上振れた。 
事業セグメント利益は、全社で約330億円上振れた。米国追加関税が約140億円還付された
が、第1四半期に還付されることは想定しておらず、還付と為替のプラス影響を除くと約160億円の
上振れとなった。全事業で上振れたが、大部分がP&S事業。中東情勢などの不透明な状況下で、
経費・販促費を抑制したことも影響している。 

 
Q）第1四半期に利益が大きく上振れた一方で、通期の利益予想が50億円の上方修正にとどまった

背景は。 
A）第1四半期は、米国追加関税の還付も含め大きく上振れたが、通期では還付はすでに織り込んで

いた。今回の見直しでは、まず部材価格高騰の影響が第2四半期以降に本格化することを織り込
んだ。また、第1四半期は経費・販促費を抑制していたが、第2四半期以降は販売強化のために費
用の増加を見込んでいる。加えて、さらなる部材価格の高騰や産業機器の生産制約リスクなどを全
体リスクとして改めて織り込んだ。 

 
Q）メモリ価格高騰について、第1四半期および通期での影響額は。 
A）第1四半期での影響は大きくないが、第2四半期以降影響が本格化する見通しで、通期では約

150億円のコストアップを見込んでいる。 
 

 P&S事業 
Q）第1四半期の消耗品売上が好調だった要因、および反動減の有無は。 
A）前年度実施した価格対応の効果や、MIF（製品本体の市場稼働台数）が減少することなく堅調

に推移していることが下支えとなっている。加えて、米州での前四半期からの出荷後ろ倒しや、欧州
での値上げ前の駆け込み需要、日本での消耗品不足懸念による買い込みなど、一時要因による
押し上げもあった。欧州と日本については、第2四半期での反動減を想定している。 

 
Q）製品本体（レーザー・インクジェット別）・消耗品について、2026年度通期の売上伸長率をど

のように想定しているか。 
A）製品本体は、インク・レーザーともに前年並みを想定している。消耗品については、第1四半期での

好調さを受け、対前年で＋4％程度を想定している。 
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 IP事業 
Q）MUTOH連結子会社化による売上・利益へのインパクトはどの程度か。  
A）ブラザーの産業用プリンターとMUTOHを合算して「産業用プリンター」として開示しているため、内訳

については詳細の回答を差し控えるが、第1四半期については、前年同期との差分の大半が
MUTOHによるもの。 

 
 マシナリー事業 
Q）産業機器の第1四半期の受注が大きく伸長したが、何がドライバーになっているのか。 
A）第1四半期の受注は過去最高を更新した。地域的には、中国・インドを含むアジアが牽引した。業

種別では、データセンター冷却装置をはじめとするAI関連市場の成長の恩恵を受けている。 
 
Q）産業機器の受注に占めるAI・データセンター関連の比率は。 
A）AI・データセンター関連向けの構成比を切り出すことは難しい。現在、受注台数のうち、自動車向け

と一般機械向けがだいたい半々であり、AI・データセンター関連は一般機械向けに含んでいる。 
 
Q）産業機器の生産制約リスクがあるとのことだが、内容は。第2四半期の受注の見通しは。 
A）一部主要部品の調達難により生産制約が生じる可能性があり、利益影響を全体リスクとして織り込

んでいる。業界全体としても、急激な需要拡大を受け、部品の調達難や納期長期化が発生してい
る。当社は、リードタイムの短さが強みの一つであり、納期が長期化することによる受注の減少なども
想定している。現在、リスクを確認中であるため、業績予想は第2四半期でアップデートする。 

 
以上 


